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本研究では，都市の空間分布の将来推計にかかわる既往研究を整理し，適合度を考慮した不規則成長モ

デルに基づく都市規模分布の将来推計手法を定式化した．また，モデル分析の基礎データとして世界の都

市通勤圏の設定を試み，これに基づきいくつかの国ついて都市規模分布を推計した．その結果，最大都市

の規模および冪指数について国による差異が認められた． 
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1. はじめに 

 

国連の人口推計では，世界の都市に居住する人口比率

は1950年代にはおよそ30%程度だったものが，現在は

50%となっており，2050年には70%になると推計されて

いる．人間の活動の場としての都市の重要性は今後も増

大すると考えられる． 

現在，都市の空間分布に関する地理情報システム

（GIS）データが蓄積されつつあるが，それらは行政界

あるいは衛星画像解析に基づく土地被覆に基づいており，

そこから直接導かれる都市圏は必ずしも温暖化対策の評

価に用いる活動単位として適切ではなく，対策効果の将

来推計の基礎データとするには多くの工夫が必要である． 

本研究は都市圏を通勤圏で定義した上で，日本のデー

タに基づき都市圏の推計モデルを作成し，これを用い世

界の都市圏の設定を試みる．また導出された現況都市規

模分布の指数分布への適合性を確認し，将来予測へのネ

ットワークモデルの適用可能性を検討する．以上で将来

の都市空間分布の推計手法構築に寄与することが本研究

の目的である． 

 

２．既往研究 

 

都市の人口規模分布は経験的に冪指数が1の指数法則

に従うことが指摘されており1)，その法則の説明を試み

る様々なモデルが提案されてきた．初期の研究として

Simon2)は増加する総人口が人口規模に応じて既存都市に

割り当てられると想定することで指数法則を導出してい

る．ただし，このモデルでは冪指数が1に十分近いとす

べての人口が1つの都市に集中する結果が導かれる． 

Gabaix3)は都市の期待成長率とその分散が規模から独

立であるという仮定（Gibrat則）から近似的な指数法則

が導かれることを示している．また標準的な都市経済モ

デルからGibrat則を導き都市規模分布の指数則を導出す

る研究4,5)も見られるが，期待成長率が規模から独立とな

る現象の経済的説明は十分明らかではない6)． 

一方，Asadoorian7)は人口密度分布をベータ分布で表わ

し将来の人口密度の空間分布を推計している．そこでは

ベータ分布パラメータをGNP，国土平均人口密度の関数

で表わし，それらの将来推計を用いて緯度経度1度メッ

シュごとの将来人口密度を推計している．ただし，具体

的なシミュレーション方法は明示されていない． 

また，Random Growth Networkモデルの分野では指数法

則を解析的に導いている．Barabasi and Reka8)は接続ノー

ドの選択確率が既存の接続ノード数に依存するとの仮定

の下で，接続ノード数分布が漸近的にパレート分布と一

致することを示している．ただし，このモデルを都市規

模分布の推計に適用する場合，都市が発生した順に規模

が大きくなることとなり，必ずしも実際の状況を再現し

えないと考えられる．Ergun and Rodgers9)はノードの適合

性を考慮した不規則成長モデルを示しており，やはり解

析的に指数法則を導いている． 
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ここで，都市の成長過程を鑑みると，人口規模が大き

いほど経済的魅力が増加し，それがさらに人口を引き付

けるといった収穫逓増の性質を有すると考えられる．一

方，都市の発生過程においては交通の要衝であるなど自

然地理的条件が大きく影響するとも考えられる．上記モ

デルのうちErgun and Rodgersモデルは操作性，指数則の

頑健性，地理条件等の導入の容易性から世界を対象とし

た都市の空間分布の推計に適していると考えられる．そ

こで本研究ではこのモデルを都市空間分布推計に用いる

よう修正したうえで適用可能性を検討する． 

 

３．適合性を考慮したRandom Growth Urban Model 
 

ここではErgun and Rodgersモデルに基づき適合性を考

慮したRandom Growth Urbanモデル（以下，RGUモデル）

を構築する． 

人口k，都市の適性指数の都市数をNk()とし，時間当

たり国全体で1単位の人口が増加するとき，(k,)の都市

数の時間変化率を次式で表す． 
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ここで，右辺第1項は1期前に人口がk-1で今期1単位の

人口を獲得しkとなる都市数の期待値，第2項は今期人口

がkで1単位人口を獲得しk+1となる都市数の期待値，第3

項は新たに発生する都市数の調整項で，f()は適性指数
の都市の発生確率を表す．k1はk=1のときのみ1で他はゼ

ロとする．また，Mは正規化項であり次式で与えられる． 
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ここで，人口，都市数の時間増加率をそれぞれq，nと

すると次式で表される． 
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また，適性指数の期待値をmと表記すると 
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これより，式(2)は次のように表わされる． 

  tmnqM  )1(    (5) 

なお，オリジナルのErgun and Rodgersモデルでは接続

ノード数を推計するためM=(m+1)tとなっている．都市数

も時間に対し線形で増加すると想定し以下のように表す． 

    kk tntN ,     (6) 

これより，式(1)は以下のように書き換えられる． 
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この漸化式とスターリングの公式を用いて，，mに

対してkが十分大きいとするならば(k>K,)の都市数の時

間増加率とKについて以下の関係が導かれる． 
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以上より，都市規模の累積分布の冪指数は1+n(m-1)/q

となる． 

 

４．現況都市規模分布の推計 

近年の実証研究10,11)では都市規模分布の冪指数が有意

に1と異なる国が少なからず存在することが示されてい

る．本研究でも，現状の都市規模分布の把握を試みる．

ただし，現時点では国際的に比較可能な都市圏人口のデ

ータは存在しないことから，日本の都市雇用圏12)に相当

する都市圏を推計するモデルを作成し，これに基づき世

界の都市圏を設定する． 

 

(1)  使用データ 

まず，都市人口データとしてWorld Gazetteer13)を用いる．

これは各国統計年報やアトラス等の2次データに基づき

行政単位での都市人口と座標を与えている．本研究では

人口5千人以上の約46,400都市のデータを対象とする． 

次に，大都市圏は通常複数の行政単位から構成されて

いるため，都市圏単位で規模分布を把握するためにはこ

のデータのグループ化が必要である．そこで，一次グル

ープ化を行うために30秒メッシュの都市域データを用い

る．ここではUSGS-IGBP14)およびCIESIN-GRUMP15)を使

用した．これら2つのデータソースはそれぞれ異なる方

法で構築されており，個別にみると一部大都市域が欠け

ているなど課題があるため，両者をプールした都市域を

用いる． 

この都市域メッシュをラベリングにより連担する市街

地を1つの圏域とみなすことで都市をグループ化する．

都市域メッシュデータと上述の都市ポイントデータを

GIS上でオーバーレイ処理したところ，メッシュに含ま

れる都市ポイントデータは約33,600都市となった． 

なお，単純にラベリング処理した場合，都市圏域を過

大に評価することになる．図１は関東の都市域メッシュ

を示しているが，この場合，宇都宮から静岡までを一つ

の圏域とみなすことになる．このため，ここで得られた

都市グループを分割し，都市雇用圏に相当する都市のグ

ループ化を試みる． 

 

(2)  都市雇用圏の推計結果 

日本について都市雇用圏のポリゴンデータを作成し，

これとWorld Gazetteerの都市のポイントデータをオーバ

ーレイすることで都市雇用圏のデータを作成した．次に，

都市の影響圏は都市人口に応じて増加すると仮定して以
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下のように表す． 

31
2    ii PopR     (9) 

ここで，Popiは都市iの人口，はパラメータであり，

Riは都市の影響圏である．ここで，近隣の都市jまでの直

線距離 dijがRiよりも小さい場合都市jは都市iの雇用圏に

含まれると仮定すると，都市圏iに含まれる都市の集合

は以下のようにあらわされる． 

j
Mj

ii MMM
i

~

~

   where,   iiji RdjM ~   (10) 

このため，推計されるMiとGISデータから得られる都

市雇用圏の集合Mi*の対称差の要素数が最小となるよう

パラメータを推計した．その結果推計されたパラメータ

とGISデータへの適合度を表１に示す． 

表より，都市数の的中率は63%だが，人口でみると

86%であり，大都市ほどモデルの再現性が高い．一方，

的中しなかったものは，実際には他の都市圏に含まれて

いるものを独立した都市と推計している場合が多い．よ

って，このモデルは小規模都市の数を多めに評価する可

能性がある．都市雇用圏に対応する都市グループの推計

結果を図２に示す．これより市街地は連担しているが，

都市圏は分割されている様子がわかる． 

 

 

図１ メッシュデータによる都市領域 

 

 

図２ 推計された都市グループ 

表１ 都市雇用圏推計モデルの再現性 

値 比率 

都市数 人口(万人) 都市数 人口 

適合 562 9208 63% 86%

不適合1 299 1265 34% 12%

不適合2 11 140 1% 1%

不適合3 19 99 2% 1%

総計 891 1.07E+04 100% 100%

1=2.85，2=0.63，3=0.55 

不適合1:他の都市圏に含まれるものを独立と推計． 

不適合2:独立しているものを他の都市圏に属すと推計． 

不適合3:他の都市圏に属すものを別の都市圏に属すと推計． 

 

なお，このモデルを海外にも適用し世界の都市圏人口

データを作成するが，当然のことながら国や都市圏ごと

の交通行動特性や交通基盤の整備状況等が大幅な誤差を

もたらしうることに留意が必要である．本来，都市圏ご

との人口データが得られていることが望ましいが，その

ようなデータは現時点で存在しないため推計せざるを得

ない．また，ここでは都市間の直線距離により近接性を

与えているが，通勤圏を推計する上では所要時間や交通

費用等を用いることが望ましい．しかし，そうした交通

基盤データが整備されているのは一部の先進国に限られ

ており，国際比較を行ううえでデータ整備状況は不十分

である．今後こうした都市データの整備が望まれる． 

 

(3)  現況都市規模分布の推計結果 

以上のモデルを世界の33,588都市に適用した結果，

28,590都市圏が得られた．いくつかの国について横軸に

人口規模の対数，縦軸に累積順位の対数をとりプロット

したものを図３～５に示す． 

これより，多くの国で最大規模の都市を除きおおむね

冪法則が成立していると言えるが，大規模都市について

は国により傾向が異なっている．フランス，タイ，イン

ドネシア，ロシアでは大規模都市の人口が突出している

が，ドイツ，インド，中国では最大規模の都市もほぼ直

線に乗っており，日本，米国，イギリスはその中間に位

置づけられる． 

これより，中央集権的な国では最大規模の都市が突出

し，分権的な国では都市規模分布が冪法則に従う傾向が

示唆される． 

また，図より冪指数はおおむね1前後であることが読

み取れるが，日本と米国のように国による差異も認めら

れる．こうした差は自然地理条件のほか，国の中央集権

度など政治体制にも起因すると考えられている10)．今後

はそれらを3章で示したモデルパラメータに反映したう

えで将来推計を行う予定である． 
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図３ 都市規模分布（仏，泰，尼，露） 

 

図４ 都市規模分布（日，米，英） 

 

図５ 都市規模分布（独，印，中） 

 

５．まとめ 

 

本報は，都市の空間分布の将来推計にかかわる既往研

究を整理し，適合度を考慮した不規則成長モデルに基づ

く都市規模分布の将来推計手法を定式化した．また，モ

デル分析の基礎データとして世界の都市通勤圏の設定を

試み，これに基づきいくつかの国ついて都市規模分布を

推計した．その結果，最大都市の規模および冪指数につ

いて国による差異が認められた． 

今後は得られたデータに基づき3章で定式化したモデ

ルパラメータを推計するとともに，適合度パラメータを

自然地理条件に基づき推計したうえで，将来の都市の空

間分布を推計する予定である． 
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